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本論文では、コミュニティ・ツーリズム(CBT：Community-based Tourism)を地域社会の

考える「発展」過程におけるイノベーションと位置づけ、観光・開発・生活の視点から CBT

を通じた観光開発の「担い手」を再検討するため、開発支援者、観光客、そして地域住民(以

下、住民)の３者に着目した。各アクターの、或いはアクター間のまなざし(目線)の欠落点

を指摘し、それらの融合から CBT 普及展開モデルの提示により、持続可能な観光開発へ向

けての提言を行うことを目的とした。 

序章では、本論文の課題および内容について明示した。タンザニア(以下、TZ)で実施さ

れる CBT は開発手法として有効と見なされつつも、地域社会を観光資源として直接活用す

ることから、その社会･文化的影響が懸念され、生活環境や住民間の関係性に変化が生じる

可能性も否定できない。とりわけサブ・サハラ・アフリカ地域では、CBT は住民参加を基盤

とし、地域の内発的発展を促す独自性をもつ観光形態であることから、地域社会への影響

は大きく、実態把握の必要性は今後さらに高まると考えられる。 

1 章では、観光の歴史を概観することを通じ、観光と開発のかかわりを理解した上で、国

際観光における CBT の位置づけを明らかにした。特に 90 年代に入り「持続可能な観光」の

確立が目指されるようになると、とりわけ他に収益資源がない途上国の農山村地域で、住

民を主体として(住民参加型の)地域発展を目指す新たな観光形態として CBT は定着してき

た。 

２章では、既存研究の議論をふまえ、本論文における分析の枠組みを提示した。CBT の発

展プロセスは、採用決定までの「導入期」、事業を発展させる、或いは初期ニーズが満たさ



れるまでの「実行期」、そして何も手を加えなければ衰退に向かう可能性を孕むため、事業

の地域への定着とリノベーションが求められる「展開期」の大きく３つに分けることがで

きる。 

従来の観光の発展モデルでは欠落していた、観光商品導入以前の段階の分析を行うため、

導入期においてはイノベーション決定過程を援用し、普及要素ごとの検証を行った。次に

実行期においては住民の主体性やオーナーシップ、事業の有効性や持続性が重視されるこ

とから、住民参加型開発論を用い、住民の参加実態を把握し、地域社会における CBT の意

義を明らかにした。また展開期においては、BHN(Basic Human Needs)の充足や、内発性、

自立性、など相互の関連性を持つ各要素が有機的なつながりを持ちながら実現されること

により、結果的に地域の発展が促されるというプロセスが成立することから、内発的発展

論を援用した。最後に CBT が地域社会を土台とする以上は、住民間のかかわり、開発支援

者や観光客という外部とのかかわりを無視することはできない。これらの関係性の検証に

は、導入から展開の各段階に補完的な役割を担う理論として、ソーシャル・キャピタル論

を用いた。 

３章では、TZ 政府が実施する観光開発の経緯および目的を概観した上で、実際の CBT の

事例により、TZ における CBT の展開と位置づけを提示した。TZ の CBT には主に２つの事業

形態が存在する。オランダの開発支援団体 SNV が導入した“Cultural Tourism Programme”

と呼ばれる CBT と、個人事業主が行う CBT である。本研究ではギレシ地区(開発支援導入型)

を中心事例とし、事業の問題点を浮かび上がらせるための補完事例として、イルキディン

ガ地区(近隣開発支援導入型)、ングルドット地区(独立事業型)、イルクロット地区(開発支

援導入型・新規事業地)を紹介した。 

 ４章では、「観光」と「開発」の各分野におけるアクターについて整理を行った。そもそ

も「観光開発」は観光と開発の２つの意味を含んでいる。各文脈から見た観光開発は、そ

のアクターの役割も目的も異なる。まず「観光」の文脈から、個別事例および相互関係に

関する論考が展開される傾向にあったホスト・ゲストの二元論を整理した。次に、これま

で支援－受益の関係性を中心に語られてきた「開発」の文脈から、CBT においては「観光の

コミュニティ・アプローチ」により、今後は各アクターの参加機会の拡大とかかわりの可

能性について議論を進める必要があることを示した。 

５章では、CBT 普及展開のプロセスにおいて、導入期の住民の意識変化については異文化

普及理論から、実行期での住民の発展観の変化については住民参加型開発論からの分析を

展開した。 

 まず導入期において CBT に対する住民の意識に大きな差が生じている原因には、イノベ

ーション導入時の先行条件とされる４条件(①個人の習慣、②ニーズ、③革新性、④当該社

会の規範)、「知識」段階の３特性(①社会経済的特性、②パーソナリティ変数、③コミュニ

ケーション行動)、更に「態度」段階の５特性(①相対的有利性、②両立性、③複雑性、④

試行可能性、⑤観察可能性)の影響が大きいことが分かった。特に導入期においては、普及



を促進するキーとなる地域社会内のチェンジ・エージェント(コーディネーター、ガイド等)

の人材育成を徹底する必要があると言える。 

次に実行Ⅰ期において、CBT による開発支援費(利益)が教育施設の改善へ適切に充当され、

実際に諸設備の向上が見られたことにより、住民の CBT に対する信頼感が生まれ、CBT を通

じた「開発」を契機とする「発展」への期待感が高まっていることが明らかになった。ま

た実行Ⅱ期における住民の「発展」観についての調査からは、個人レベルの所得の向上、

学校にかかる経費の低減など経済的利益もあげられてはいるが、地域全体に役立つ利益の

活用を望む声が多く、特に住民が「生活に必要な最低限の設備」つまり、長期的なインセ

ンティブとして機能する地域公共財の確保を重視していることがわかった。 

第６章では、主たるアクターとして住民と観光客に着目した。本来の開発の文脈におけ

る「住民参加」とは具体的な参加を伴う能動的資源を意味すると考えられるが、観光開発

手法としての CBT の場合、地域社会と住民は見られる対象としての受動的資源であるため、

実質的な住民参加とは言いがたい。しかし観光の文脈においては、住民の存在はその土地

固有の自然資源とあいまって観光資源として機能する。それにより、地域社会への帰属意

識や自律的観光の実施による自立性の向上といった内発的発展に貢献する結果を生み出し、

開発の文脈における成果をもたらしている。これは導入期、或いは実行期初頭では形成さ

れ難い要素である。以上から、住民はその存在自体が CBT という観光事業に不可欠、かつ

大きな役割を担っていると言える。 

一方で、観光客については観光開発においての新たな役割が確認された。開発実施者に

限らず、観光客が自らのできる範囲で直接的・間接的な支援を行うことにより、住民と観

光客との間に新たなソーシャル・キャピタルが生成されている。その点では、CBT は観光客

が「開発」行為に近づき、かかわりを持つ契機となっている。CBT の普及展開において内発

的発展が重要であることは事実であるが、そのまなざしの内向性は事業の衰退に繋がる恐

れがある。したがって、観光開発手法としても観光商品としても CBT を円滑に実施・展開

するためには、内発的発展論のまなざしを補完する意味で、特に橋渡し型ソーシャル・キ

ャピタルの形成が重要であると言える。 

終章では、本論文の分析枠組みに基づき、各章での検証内容を総括した。観光・開発・

生活のまなざしにより、CBT が地域社会の自立とその後にどう影響するのかを検証し、CBT

の有効性について論じた。 

CBT というシステムを活用し、今後もその持続可能性を担保するためには、これまであま

り注目されず、むしろ欠落していたとも言える観光客と開発支援者の間のまなざしにも着

目する必要がある。展開期において衰退に向かう可能性があるという発展モデル上で、分

岐点を越えてなお発展的に機能していくためには、更なる改善を加えたイノベーションに

よる再生事業が必要とされる。その際には、かかわりを持つ者の責任と可能性を最大限に

利用しながら、これまでに培った経験、人的資源、ネットワークを生かし住民が自立する

こと、そしてシナジー構築によるソーシャル・キャピタルを礎に、新たな観光或いは他の



産業の可能性を模索し、新たなイノベーションを活用できる社会システムを構築すること

が肝要であり、CBT はそれを可能にする一つのツールとなりうる。 

TZにおけるCBTはその利益が地域社会における地域公共財に資することで住民の望む「発

展」の形を具現化でき、その他の支援や発展のエントリー・ポイントとして機能する可能

性を持つ。もちろん CBT は短期的に効果が上げられる事業ではなく、住民が成果を実感す

るには時間がかかる。しかし一斉導入型の援助プロジェクトとは異なり、住民自身が個人

のペースで、CBT を自らの生活に取り込み順応することにより、時間的なゆとりを持ちなが

ら無理なく新たなイノベーションに適応していくことができる。この適応過程は決して押

し付けられるものではなく、外部手法を内在化しながら自らのペースで自らが進む方向を

選択する、新しい「発展」の仕方であるとも言える。 

以上のような観点から、CBT は地域開発において有効に機能しうるものであり、そのため

には発展段階に応じたアクターの適切な活用と相互のまなざしへの配慮が重要であると結

論づけた。 

 

 

 

 

 

 

 


